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１．はじめに 

鉄骨造建物の耐震改修を行う際，既存躯体と耐震補強部材の接合

方法は，主に高力ボルト接合や現場溶接が用いられる。これらの接合

方法は，多くの研究により，その力学的特性や設計法が確立されてい

る。しかし，高力ボルト接合は，既存躯体にボルト孔による断面欠損

が生じることや閉断面部材への適用が困難なこと，現場溶接は，対象

構造物の制約により火器の使用が制限されることや対象となる鋼材

の板厚が薄いと溶接の品質に問題が生じることが課題となり，接合

方法として採用できないことがある。また，工場建築物や物流倉庫に

おいて多く見られる円形鋼管トラス構造では，高力ボルト接合，現場

溶接ともに難易度が高く，耐震改修を実施できないことがある。 

このような背景から，接着接合を用いた耐震補強法や接合法が注

目されており 1)2)，筆者らは円形鋼管部材を対象として，接着接合を

用いて現場溶接や既存躯体への孔開け等を必要としない無溶接接合

工法の研究 3)を行っている。同種の研究に関しては，2 分割した補剛

リブ付き鋼管で鋼管部材を挟みボルト接合した後，接着剤を充填す

る池田らの研究 4)やコの字形の接合金物と鋼管部材の間にエポキシ

樹脂接着剤を充填する細井らの研究 5)，外側から 2 枚の半円形プレス

鋼板で挟み込み，鋼管部材に中ボルトを通す松竹らの研究 6)等が行わ

れている。しかし，これらの研究では，円形鋼管部材に断面欠損が生

じること，接着面に剥離方向の力が生じ，接着せん断強度が低下する

等の問題がある。このような問題を解決するため、筆者らは接着接合

と支圧接合を用いた無溶接接合工法を開発した。 

本研究では，開発した接合工法の概要を述べ，接着部の特性を確認

するための要素試験，接合部全体と既存鋼管の力学的挙動を確認す 

 

るための接合部試験の結果を示す。また，力学モデルと初等梁理論を

用いて，力学的特性を確認する。 

 

２．無溶接接合工法の概要 
本工法は，図 1 に示すように鉄骨枠付きブレースの鉄骨枠との接

合部を想定した「鉄骨枠タイプ」とブレース材が直接取り付くことを

想定した「ブレースタイプ」の 2 種類とした。 

＊1 (株)コンステック 技術本部構造 ソリューション部  

（〒143-0006 東京都大田区平和島 6-1-1） 

＊1 Engineering Headquarters, Structure Solutions Dept., Constec Engi,  
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＊2豊橋技術科学大学大学院 建築・都市システム学専攻 ＊2 Dept. of Archi and Civil Eng., Toyohashi Univ. of Tech. 
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(a) 鉄骨枠タイプ 

 

(b) ブレースタイプ 

図 1 無溶接接合工法の取り付きイメージ 
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接合部は，図 2 に示すように既存円形鋼管部材（以下，既存鋼管）

に耐震補強部材を取り付ける「補強部材接合部（非接着部）」と補強

部材接合部の両端に隣接する「せん断抵抗部（接着部）」により構成

される。補強部材接合部は，半割にした円形鋼管（以下，半割鋼管）

の軸方向端部にリブプレート，軸方向に直交する端部に鍔プレート

を有した，一対の部材を既存鋼管に挟み込む形で取り付け，開き止め

ボルトを設置した後，内部をグラウトで充填する。せん断抵抗部は，

半割鋼管の軸方向端部にリブプレートを有した部材の内側および既

存鋼管接着部にパテ状エポキシ樹脂を塗布した後，一対の部材を既

存鋼管に挟み込む形で圧着し，せん断抵抗部のリブプレート内側に

接合プレートを接着することで，一体化される。図 1 に示すように，

耐震補強部材との接合は，鉄骨枠タイプが耐震補強部材側のガセッ

トプレートを補強部材接合部で挟み込み，高力ボルトにより接合し，

ブレースタイプがスプライスプレートを用いて補強部材接合部と耐

震補強部材を高力ボルトにより接合する。 

本工法の力学的な特長は，エポキシ樹脂に剥離応力を作用させな

いことで，エポキシ樹脂の接着せん断強度を発揮させる機構である。

また，複数の部材を用いて接合部を構成することで個々の部材の軽

量化を図り，高所や狭小部での施工が容易となること，補強部材接合

部，せん断抵抗部のリブプレートを除く既存鋼管と金物のクリアラ

ンスを 15mm 程度設けることで溶接跡や不陸部に施工できることが

挙げられる。 

図 2 に示すように，耐震補強部材により接合部に生じる既存鋼管

の軸方向に直交する応力𝑁𝑁は，補強部材接合部グラウトから支圧によ

り既存鋼管に伝達する。接合部に生じる既存鋼管軸方向の応力𝑄𝑄は，

補強部材接合部からせん断抵抗部に支圧により流れ，せん断抵抗部

からエポキシ樹脂の接着せん断抵抗により既存鋼管に伝達する。接

合部に生じる曲げモーメント𝑀𝑀は，補強部材接合部グラウトと既存鋼

管の支圧および補強部材接合部とせん断抵抗部の支圧により既存鋼

管に伝達される。せん断抵抗部と既存鋼管の接着面に生じる応力は，

エポキシ樹脂に剥離応力が作用せず，接着せん断強度を発揮する。 

３．せん断抵抗部の接着性能試験 

3.1 試験概要 

せん断抵抗部単体のせん断耐力を確認するため，圧縮せん断形式

単純載荷による接着性能試験を実施した。試験体一覧を表 1，試験概

要を図 3，せん断抵抗部形状を図 4，エポキシ樹脂のメーカー規格値

を表 2 に示す。試験は，接着部の黒皮を除去した被補強材鋼管にせ

ん断抵抗部をエポキシ樹脂により接着した試験体を用いて，せん断

抵抗部リブプレートに載荷治具を設置して加力を行った。試験体

No.1~3 は，せん断抵抗部全周に一様に荷重が作用するようリング形

状の載荷治具を用い，試験体 No.4,5 は，曲げモーメントを既存鋼管

に伝達する際，補強部材接合部の回転によりせん断抵抗部に流れる

支圧が偏ることを想定して，半周のみ荷重が作用するように段差加

工を行った載荷治具を用いた。試験体 No.4 では片側の半割鋼管のみ

荷重が作用するよう載荷治具を設置し，試験体 No.5 では各半割鋼管

の半分のみ荷重が作用するよう載荷治具を設置した。せん断抵抗部

の接着長さは各試験体共通に 52mm とした。これは，目標せん断耐

力 100kN を満足するよう，式(1)を用いて算出したものである。 

𝑥𝑥 � 𝑃𝑃�
𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏 𝛼𝛼 (1)

ここで，𝑥𝑥：接着長さ，𝜏𝜏：エポキシ樹脂の接着せん断強度(=14.0 

N/mm2)，𝐷𝐷：被補強材鋼管の直径，𝛼𝛼：余裕率(=2.0)，𝑃𝑃�:目標せん断耐

力である。 

図 5 にせん断抵抗部の鉛直変位および被補強材鋼管の軸歪計測位

置を示す。せん断抵抗部の鉛直変位は，カンチレバ変位計を用いてせ

ん断抵抗部リブプレート上面の鉛直方向絶対変位 2 箇所を計測した。

被補強材鋼管の軸歪は，歪ゲージをせん断抵抗部下端から，鋼管厚さ

の 5 倍である 20mm 下の位置に，周方向に 8 箇所設置した。 

表 1 試験体一覧 

試験体 被補強材鋼管 接着長さ 加力方法 
No.1 

φ89.1×4.2 
(STK400) 

降伏耐力 Py＝263kN 
52mm 

全周 No.2 
No.3 
No.4 半周（片側） 
No.5 半周（各半分） 

 

表 2 エポキシ樹脂のメーカー規格値 7) 
圧縮降伏強さ 引張強さ 引張せん断接着強さ 
70N/mm2 以上 20N/mm2 以上 14N/mm2 以上 

 

図 2 無溶接接合工法の概要 

 

図 3 試験概要 

 

図 4 せん断抵抗部形状 
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3.2 試験結果 

(1) 最大荷重 

試験結果の最大荷重および被補強材鋼管接着面の最大せん断応力

度を表 3 に示す。被補強材鋼管接着面の最大せん断応力度は最大荷

重を全接着面積で除した値を用いた。最大荷重は，目標せん断耐力

100kN の 1.42～2.96 倍となり，目標せん断耐力を上回る結果となっ

た。せん断抵抗部に一様に荷重を作用させた No.1~3 は，最大せん断

応力度が式(1)で用いたエポキシ樹脂の接着せん断強度𝜏𝜏  =14N/mm2

を上回っており，変動係数が 2.9%程度であった。せん断抵抗部の半

周のみ荷重を作用させた No.4,5 は，最大荷重が No.1~3 の平均値と比

較し 50％程度に低下する結果となっており，半周部分のみに荷重を

作用させたためであると考えられる。本接合部に生じる曲げモーメ

ントが補強部材接合部から両側のせん断抵抗部に支圧力として流れ

ることから，接合部の耐力は 2 倍になり，式(1)で示した余裕率（α=2.0）

も確保されると考えられる。また，No.4 と No.5 を比較した場合，

No.4 の最大荷重の方が小さく，半割鋼管部材片側のみ荷重が作用す

る状態が最も荷重が低下する結果となった。 

 (2) 荷重-せん断抵抗部鉛直変位関係 

図 6 に荷重-せん断抵抗部鉛直変位関係を示す。各計測位置におけ

る載荷初期の変位は，試験体製作精度の影響によるバラつきがみら

れるが，それ以降の変位においては No.4 の計測点 a2 を除いて概ね

正側への線形関係が確認された。No.4 の計測点 a2 は，載荷初期以降

も負側の変位が継続して生じていることから，せん断抵抗部全体の

回転変位が生じていることが考えられる。なお，計測位置 2 点の平

均値は，全ての試験体において概ね等しい勾配となっており，被補強

材鋼管軸方向の剛性に偏心圧縮の影響は小さいと考えられる。 

 (3) 被補強材鋼管の軸歪 

図 7 に最大荷重の 80％時における被補強材鋼管軸歪の円周方向の

分布を示す。なお，No.3 の b4 は不具合により計測されていない。

No.1~3 において，計測位置による軸歪のバラつきがみられるものの，

表 3 に示す最大荷重が概ね一定の値を示していることから，このバ

ラつきがせん断耐力に大きな影響を与えるものでないと判断できる。

No.4,5 では，歪は載荷範囲の中央付近が大きく，その対角では極めて

小さくなっており，円周方向の接着面全てが一様に挙動していない

ことが分かる。 

 

４．接合部の正負交番漸増載荷試験 

4.1 試験概要 

2 章で示した鉄骨枠タイプとブレースタイプの接合工法について，

接合部全体と被補強材鋼管の力学的挙動を確認するため，接合部の

正負交番漸増載荷試験を実施した。試験概要を図 8，補強部材接合部

形状を図 9 に示す。なお，せん断抵抗部形状およびエポキシ樹脂の

メーカー規格値は，3 章の接着性能試験時と同等である。 

試験体は，長さ 930mm で接着部の黒皮を除去した被補強材鋼管の

中央に補強部材接合部を設置し，その両端にせん断抵抗部を設置し

た。鉄骨枠タイプでは材軸方向に平行な荷重，ブレースタイプは材軸

方向に対して 60°（水平面に対して 30°斜交）の荷重が作用するよ

う，油圧ジャッキを補強部材接合部鍔プレート先端に設置した。載荷

は荷重制御とし，目標荷重を 100kN として，図 10 に示す漸増繰返載

荷とした。 

図 11 に変位計と歪ゲージの計測位置を示す。変位計は，補強部材

接合部の鉛直方向絶対変位を計測するように被補強材鋼管中心位置

（M2）と中心から 120mm 離れた位置（M1,M3）の 3 箇所に設置し，

ブレースタイプでは材軸直交方向の荷重による補強部材接合部の開

きを計測するため，クリップ型変位計を油圧ジャッキが取り付く側

のリブプレート間に 2 箇所（TC,BC）設置した。歪ゲージは，被補強

材鋼管の軸歪を計測するため，せん断抵抗部端部から 20mm 離れた

位置（T2,B2）の円周方向に 8 箇所（a1,a2,b1,b2,c1～c4），被補強材鋼

管端部から 100mm 離れた位置（T1,B1）に 2 箇所（c1,c2）設置した。

また，上下せん断抵抗部（T,B）の開きを計測するため，せん断抵抗

表 3 最大荷重 

試験体 最大荷重 
(kN) 

最大せん断応力度 
(N/mm2) 備考 

No.1 276.3 19.0 平均：287.3kN 
19.8N/mm2 

変動係数：2.9% 
No.2 289.2 19.9 
No.3 296.4 20.4 
No.4 142.1 9.8 No.1~3 平均の 49% 
No.5 168.1 11.6 No.1~3 平均の 58% 

 

図 5 計測位置        写真 1 試験状況 

 

(a) 計測点 a1           (b) 計測点 a2           (c) 平均値 

図 6 荷重-せん断抵抗部鉛直変位関係  
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図 7 最大荷重の 80%時における軸歪分布  

-1200

-800

-400

0

400

a2 b3 c1 b1 a1 b2 c2 b4 a2

ε(μ)
No.1
No.2
No.3
No.4
No.5



777

部毎に接合プレートの中央に歪ゲージを 4 箇所（p1～p4），計 8 箇所

設置した。 

 

4.2 試験体の力学的モデル 

被補強材鋼管の力学的挙動を検証するため，図 12 に示す補強部材

接合部を剛とした力学モデルと初等梁理論による定式化を行う。被

補強材鋼管に生じる各応力および補強部材接合部中心部の回転変形

は，鉄骨枠タイプでは式(2.a)～(2.d)，ブレースタイプでは式(3.a)～

(3.d)により表される。ここで，補強部材接合部が取り付く被補強材鋼

管の断面二次モーメント𝐼𝐼�は，被補強材鋼管が補強部材接合部により

曲げ変形を拘束されることから剛であると仮定し，被補強材鋼管の

断面二次モーメントの 100 倍とした。また，被補強材鋼管の降伏は

補強部材接合部端部で生じるものと考え，降伏荷重は式(4.a)により表

され，鉄骨枠タイプの降伏荷重は 73.3kN，ブレースタイプの降伏荷

重は 107.9kN となった。 
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ここで，𝑃𝑃：載荷荷重，𝐿𝐿：被補強材鋼管中心から載荷点までの距

離，𝐼𝐼�：被補強材鋼管の断面二次モーメント，𝐼𝐼�：補強部材接合部が

取り付く被補強材鋼管の断面二次モーメント(=100𝐼𝐼�)，𝐿𝐿�：被補強材

鋼管端部から補強部材接合部端部までの距離，𝐿𝐿�：補強部材接合部端

部から中心までの距離，𝑁𝑁：被補強材鋼管に生じる軸力，𝜃𝜃：被補強

  
(a) 鉄骨枠タイプ 

 

(b) ブレースタイプ 

図 8 試験概要 

 
(a) 鉄骨枠タイプ 

 

(b) ブレースタイプ 

図 9 補強部材接合部形状 

 

図 10 載荷プログラム 

 

図 11 計測位置 
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(a) 鉄骨枠タイプ    (b) ブレースタイプ 

図 12 初等梁理論による力学モデル 
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材鋼管中央の回転変位，𝑃𝑃�：被補強材鋼管の降伏荷重，𝜎𝜎�：被補強材

鋼管の鋼材強度(=360N/mm2)，𝜀𝜀�：被補強材鋼管の降伏歪，𝜀𝜀�：補強

部材接合部端部の被補強材鋼管の曲げ歪，𝜀𝜀�：補強部材接合部端部の

被補強材鋼管の軸歪，𝐸𝐸：被補強材鋼管のヤング係数(=205,000N/mm2)

である。なお，断面二次モーメント𝐼𝐼�は，実測寸法 φ89.5×4.0 より算

出した。 

 

4.3 試験結果 

(1) 損傷状況と荷重-補強部材接合部回転変形関係 

荷重-補強部材接合部回転変形関係および回転角の理論値を図 13

に示す。なお，試験結果の補強部材接合部回転変形は，計測位置

M1,M3 の鉛直変位の差を計測間距離 240mm で除した値，回転角の理

論値は，式(2.d)，式(3.d)を用いて算出した。鉄骨枠タイプは，負加力

時の荷重 105kN 付近において，荷重-補強部材接合部回転変形関係に

滑りのような性状が確認されたが，目視による損傷は確認できなか

った。ブレースタイプでは，荷重-補強部材接合部回転変形関係の明

確な挙動の変化や目視による損傷は確認されなかった。 

鉄骨枠タイプについて試験結果と理論値を比較すると，荷重 50kN

までは試験結果と理論値が概ね一致していることから，補強部材接

合部自体に回転変形は生じておらず，被補強材鋼管の変形による回

転であると判断できる。50kN 以降では，試験結果と理論値の差が大

きくなっており，被補強材鋼管が降伏した可能性がある。ブレースタ

イプは，ほとんど回転変形が生じていないことから，理論値通りの挙

動であることが確認された。 

 (2) 荷重-被補強材鋼管軸歪関係 

計測点 T2，B2 の荷重-被補強材鋼管軸歪関係と理論値を図 14 に示

す。計測点 T2,B2 における被補強材鋼管の降伏時の歪は，補強部材

接合部端部で降伏が生じるものと考え，被補強材鋼管の鋼材強度

𝜎𝜎�=360N/mm2 とヤング係数𝐸𝐸 =205,000N/mm2 の関係，初等梁理論に

よる力学モデルにおける補強部材接合部端部と計測点 T2,B2 の曲げ

モーメントの比率から，鉄骨枠タイプ𝜀𝜀� =911μ，ブレースタイプ

𝜀𝜀�=759μ とした。 

鉄骨枠タイプでは，計測点 T2 の計測位置 c2 と計測点 B2 の計測位

置 c1 が荷重 70kN 付近で降伏歪に達しており，被補強材鋼管が降伏

したものと考えられる。荷重-被補強材鋼管軸歪関係は，降伏以前で

は試験結果と理論値が概ね一致しており，理論値通りの挙動となっ

たが，降伏以降では差が大きくなっており，被補強材鋼管の降伏によ

る剛性低下や残留歪が影響しものと考えられる。ブレースタイプに

おいても，計測点 T2 の計測位置 c2 と計測点 B2 の計測位置 c1 が荷

重 100kN 付近で降伏歪に達しているが，荷重-被補強材鋼管軸歪関係

は弾性挙動を示している。これは，降伏位置と計測点が離れている影

響であると考えられる。また，荷重-被補強材鋼管軸歪関係は，試験

結果と理論値が概ね一致しており，理論値通りの挙動であることが

確認された。 

(3) 被補強材鋼管の応力 

 試験結果より得られた被補強材鋼管の軸歪から式(5.a)を用いて曲

げモーメントを算出し，理論値と比較する。なお，試験結果の曲げモ

ーメントによる歪は計測歪から平均歪を除した値を用いた。 

𝑀𝑀 � 𝜀𝜀�𝐸𝐸𝐸𝐸 (5.a)

𝜀𝜀� � �𝜀𝜀��� � 𝜀𝜀����
2  (5.b)

ここで，𝜀𝜀���：計測位置 C1 の曲げモーメントによる歪，𝜀𝜀���：計

測位置 C2 の曲げモーメントによる歪，𝑍𝑍：被補強材鋼管の断面係数

である。なお，断面係数𝑍𝑍は，実測寸法 φ89.5×4.0 より算出した。 

 図 15 に正加力時の被補強材鋼管に生じる曲げモーメント分布と各

計測点における試験結果と理論値の曲げモーメントの比較を示す。

軸力を考慮した被補強材鋼管の降伏曲げ耐力を𝑀𝑀��，降伏曲げ耐力時

の計測点 T1,B1，計測点 T2,B2 の曲げモーメントを𝑀𝑀���，𝑀𝑀���をとし

た。鉄骨枠タイプは，計測点 T2,B2 において被補強材鋼管の弾性範

囲内で試験結果と理論値が概ね一致した。弾性範囲を超えると，降伏

の影響により理論値が試験結果を上回ることが確認された。計測点

T1,B1 では，試験結果と理論値が反転したが，計測位置が反曲点位置

付近であったことが原因であると考えられる。ブレースタイプでは，

試験結果と理論値が概ね一致することが確認された。 

 

 (a) 鉄骨枠タイプ  

  

(b) ブレースタイプ 

 

図 13 荷重-接合部回転変形関係 

-150
-100
-50
0
50
100
150

-0.01 -0.005 0 0.005 0.01

P(kN)

θ(rad.)

Py

-150
-100
-50
0
50
100
150

-0.01 -0.005 0 0.005 0.01

P(kN)

θ(rad.)

Py

試験結果 理論値
Py
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  (c) ブレースタイプ（計測点 T2）   (d) ブレースタイプ（計測点 B2） 

 

図 14 荷重-被補強材鋼管軸歪関係 
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(4) 接合部の開き 

 鉄骨枠タイプの荷重-接合プレート歪関係を図 16，ブレースタイプ

の荷重-補強部材接合部開き変位関係を図 17 に示す。 

 鉄骨枠タイプの接合プレートは，目標せん断耐力 100kN までに最

大 200μ 程度の歪が確認された。せん断抵抗部には，一対の部材を開

かせる応力が生じており，接合プレートが一体化に有効であること

が考えられる。また，荷重-接合部回転変形関係で滑り性状が確認さ

れた荷重 105kN 付近において，計測点 T の計測位置 P1 の歪が急激

に増加した。これは，滑り性状からせん断抵抗部のエポキシ樹脂に損

傷が生じ，一対の部材を開かせる応力が生じたものと考えられる。ブ

レースタイプの補強部材接合部の開き変位は，0.1mm 以下であり，ほ

とんど開きが生じないことが確認された。 

５．まとめ 

本研究によって得られた知見を以下に示す。 

（1） 接着性能試験より，全周載荷では，被補強鋼管周方向の接着面

がせん断力に対して有効に作用し，エポキシ樹脂の接着せん断

強度を超える性能が発揮されることが確認された。 

（2） 曲げモーメント伝達時の支圧を想定した半周載荷では，全周載

荷の 50%程度に耐力が低下することが確認された。また，半周

載荷の位置は，半割鋼管部材片側のみ荷重が作用する状態が最

も耐力が低下することが確認された。 

（3） 補強部材接合部を剛と仮定した力学モデルと初等梁理論を用

いることで，被補強材鋼管に生じる部材力や回転変形等の力学

的挙動の推定が可能であることが確認された。 

（4） 接合部試験より，目標荷重 100kN の下では，補強部材接合部，

せん断抵抗部ともに，一対の部材間の開きがほとんど確認され

ず，一体化されていることが確認された。 

 今後，多種の被補強材鋼管や目標耐力に対応できるよう，鋼管径や

接着長さ等が本無溶接接合工法の力学的特性や耐力に及ぼす影響を

検証する予定である。 
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 (a) 鉄骨枠タイプ（正加力） (b) 鉄骨枠タイプ比較 

 

(c) ブレースタイプ（正加力） (d) ブレースタイプ比較 

 

図 15 被補強材鋼管の曲げモーメント 

 

(a)計測位置 T               (b) 計測位置 B 

図 16 荷重-接合プレート歪関係 

  

図 17 荷重-補強部材接合部開き変位関係 
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   Mσy（鉄⾻枠タイプ：7.2kN・m，ブレースタイプ：7.4kN・m)

試験結果
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［2023年 10月 4日原稿受理　2023年 12月 6日採用決定］


